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第１ 趣旨 

「日本食普及の特別親善大使及び日本食普及の親善大使設置要綱」（平成27年２

月26日付け26食産第3953号）第８条に基づき、「日本食普及の親善大使」（以下「親

善大使」という。）に任命するための選考は、この要領の定めるところにより行う

ものとする。  

 

第２ 候補者の募集 

１ 親善大使の候補者（以下「候補者」という。）は、次に掲げる者からの推薦によ

り、募集するものとする。  

（１） 在外公館の長 

（２） 独立行政法人日本貿易振興機構（以下「ＪＥＴＲＯ」という。）の海外事務

所及び国内事務所の長 

（３） 輸出支援プラットフォーム 

（４） 農林水産物等輸出促進全国協議会（以下「協議会」という。）会員及びその

海外出先機関の長 

（５）  別紙に定める食産業関係団体の長 

（６） 日本国内における公募（自薦及び三親等内の親族からの他薦を除く。）  

２ １の（３）の構成員となっている１の（１）及び（２）の組織にあっては、１の

（３）からの推薦とすること。 

３ １の推薦者当たりの推薦可能な候補者の数は、毎年、次の各号に定める数とする。 

（１） １の（１）、（２）、（４）、（５） ２名  

（２） １の（３） ３名 

 



 

（３） １の（６） １名  

 

第３ 候補者の基準 

候補者は、（１）から（６）までに掲げる要件の全てに該当し、プロの視点に立

って、日本食・食文化や日本の農林水産物・食品（以下「日本食・食文化等」とい

う。）について海外の日本料理関係者等に的確に助言することができる者とする。

なお、国籍は問わないものとする。  

（１） 海外における日本食・食文化等の普及に係る取組の実績を有すること。  

（２） 国内外の日本食・食文化等に関わる事業者・有識者等とのネットワークを

有すること。  

（３） 国内外への情報発信力を有すること。  

（４） 親善大使への任命後も引き続き、海外への日本食・食文化等の普及に係る

取組を行う意思を有すること。  

（５） 優れた人格、識見及び力量を有する者であること。  

（６） 海外を活動拠点とする者であること。 

 

第４ 候補者の推薦方法  

候補者の推薦は、毎年、農林水産省輸出・国際局長（以下「局長」という。）が

別に定める日までに別紙様式を局長に提出することによって行うものとする。提

出に当たっては、候補者の業績を証明する資料（報道記事等の写し（10 枚程度を

限度とする。）） 及び候補者の写真を添付すること。 

なお、在外公館は外務省、ＪＥＴＲＯの海外事務所及び国内事務所はＪＥＴＲＯ

本部、協議会会員の海外出先機関は協議会会員、輸出支援プラットフォームは構成

員となっている在外公館が外務省を通じ提出するものとする。 

 

第５ その他（留意事項）  

候補者を推薦する者は、次の事項に留意するものとする。  

（１） 推薦に当たっては、必要に応じ、候補者本人の同意を得ること。 

（２） 農林水産省からの各種問い合わせに対応すること。 

（３） 選考の経過及び結果に関する問い合わせは、しないこと。 

  

第６ 選考委員会の設置  



 

局長は、既に任命されている親善大使及び外部の有識者から組織する「日本食普

及の親善大使選考委員会」（以下「選考委員会」という。）を設置する。  

 

第７ 選考方法  

１ 選考委員会は、第４により提出された資料等を基に、第８に定める基準に従い、

選考を行う。なお、選考委員会は、必要に応じ、候補者及び候補者を推薦する者に

問い合わせをすることができるものとする。  

２ 局長は、選考委員会の選考結果に基づき、親善大使を任命する。  

 

第８ 選考基準  

選考委員会は、主として以下の項目を総合的に判断して選考を行う。  

（１）  海外における日本食・食文化等の普及に係る取組の実績  

① 海外における日本食・食文化等の魅力発信  

② 日本食・食文化等の国際的な価値向上への貢献  

③ 海外の料理人等に対する日本食・食文化の伝承  

④ 日本の農林水産物・食品の取扱実績 

（２） 国内外の日本食・食文化等に関わる事業者・有識者等とのネットワーク  

日本食・食文化等の普及に係る取組における、著名料理人、海外の料理学校関

係者、海外の食関連事業者、メディア関係者、インフルエンサー等との連動性  

（３） 国内外への情報発信力  

日本食・食文化等の普及に係る取組が、新聞、雑誌、テレビ、Web 媒体等のい

ずれか複数の媒体に取り上げられている、又は自ら発信している実績  

（４） 今後も、海外への日本食・食文化等の普及に係る取組を行う意思を有するこ

と。  

① 今後の活動予定の具体性  

② 現在の活動との連動性 

（５） 海外を活動拠点とする者であること。  



 

別紙 

「日本食普及の親善大使」の推薦を依頼する食産業関係団体 

 

全国調理関係団体連盟 

公益社団法人 日本調理師会  

一般社団法人 全国日本調理技能士会連合会  

公益社団法人 全国調理師養成施設協会  

公益社団法人 日本全職業調理士協会  

公益社団法人 日本料理研究会  

一般社団法人 全日本・食学会  

全国すし商生活衛生同業組合連合会 



別紙様式 

 「日本食普及の親善大使」候補者推薦状 

推薦者 

組織名/氏名 

担当者氏名 

      電話           E-mail  

候補者 

 

（ふりがな）   

氏名 

 

 

 

 

生年月日  

      
本人の同意 有     無 

  住所 

 

電話           E-mail  

履 

 

 歴 

現   職  

過去の略歴 

 

推薦理由 

 

海外における日本食・ 

食文化等の普及 

に係る取組実績 

 

国内外の日本食・食文化等に 

関わる者とのネットワーク 

 

国内外への 

情報発信力 

 

今後の海外での 

活動予定等 

 

（注１）輸出支援プラットフォームからの推薦の場合は、「推薦理由」欄に輸出支援プラットフォームの構成 

員（組織名等）を記入すること。 

（注２）外食産業又は流通業に従事する者の場合は、「海外における日本食・食文化等の普及に係る取組実

績」欄に日本の農林水産物・食品の取扱金額等を記入すること。 

（記入例：約○万円／月（○万ユーロ／月）（主な取扱品目：ホタテ○万円、牛肉○万円）） 

（注３）欄に書ききれない場合は、別紙として添付可。 
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